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温泉地における集客の取り組みに関する基礎的考察
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Spa destinations to Attract Tourists 
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要　旨
　近年、定住人口の減少を背景として、地域活性化の推進力としての観光振興に対する注目が高
まっている。すなわち、観光振興には、観光客という地域外からの来訪者（交流人口）を増加さ
せることによって、定住人口の減少の影響を軽減することが期待されている。その一方で、近年、
国民１人当たりの旅行回数・宿泊数は減少傾向にあり、全国の観光地は、厳しい市場環境の下で
の観光客の増加に向けてさまざまな取り組みの実践を求められている。
　本研究は、観光地の中でも温泉地を取り上げて、その集客に向けた取り組みおよびその背景と
しての認識を明らかにすることを目的として実施したインタビュー調査を取りまとめたものであ
る。具体的には、味水・鎌田（2013）に基づき選定した３温泉地を対象として実施したインタビュー
調査から、温泉地に求められる集客の取り組みおよび認識として、以下の要素が重要であること
を導いた。
・社会環境変化（特に団体旅行から個人旅行への客層の変化）にあわせた自地域の転換の必要性
に対する認識と実践
・自地域のブランド力の源泉の把握とその保持に向けた取り組みの実践
・内部・外部のステークホルダー間の密接な連携関係の構築
・自地域の立地環境と来訪観光客の居住地およびその間の交通アクセスに関する認識
・データに基づく議論と実践の重要性に対する認識
Summary
　　Inrecentyears, tourismpromotionhasdrawnattentionasdrivingforcestorevitalizethe
regionswhere theresidentialpopulationhasbeendeclining. It isexpectedthat the tourism
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promotionincreasestouristsfromoutsidetheregionandleadtoreducethenegativeinfluenceof
thedecreasedresidentialpopulation.Onthecontrary,thefrequencyoftravelandthenumberof
nightsstaying inaccommodationperJapanesecitizenarerecentlyonadownwardtrendand
tourismdestinationsacrossthenationneedtoputvariousefforts inpracticeto increasethe
touristsundertryingmarketconditions.
　　ThisstudyfocusedonSpadestinationsoftourismdestinationsandconductedtheinterview
researchtomakecleartheeffortsandunderstandingtoattracttourists.Concretely,thisstudy
summarizes theresultsof the interviewresearchconducted in threespadestinationswhich
MisuiandKamata(2013)selectedandtheresultsshowthefollowingelementsarerequiredfor
spadestinationsaseffortsandunderstandingtoattracttourists.
　-To recognize the necessity to change the region in keeping with changes in social
environment(especiallychanges intouristtypefromgrouptourto independenttour)and
makethechangeinpractice.
　-Tounderstandthesourceoftheregionalattractivenessandmakeeffortstokeepit.
　-To build a close cooperative relationship between internal stakeholders and external
stakeholders.
　-Tounderstandthelocationoftheregion,theplacestouristsliveandtransportationcondition
fromthoseareas.
　-Torecognizethenecessityofdata-drivendiscussionandpractice.
１．はじめに
　本研究の目的は、観光地が集客に向けてどのような取り組みを行っているか、について現状の
把握とその整理を行うことである。
　我が国の人口は、2006年にピークを迎えたのち、減少傾向にある。地域内の人口、すなわち
定住人口の減少は、当該地域内の市場の縮小を意味する。この問題に対して、地域活性化の推進
力として注目が高まっているもののひとつが観光振興である。すなわち、観光振興には、観光客
という地域外からの来訪者としての交流人口の増加を通じて、定住人口の減少による地域内の産
業の縮小による悪影響を少しでも軽減することが期待されている。
　しかしながら、我が国全体の人口が減少していることは、我が国における国内旅行の総量が減
少する可能性が高いことを意味する。後述するように、近年、国民１人当たり旅行回数・泊数は
減少傾向にあり、また旅行者１人当たりの旅行単価も低下傾向にある。このため、結果として国
民１人当たり旅行消費額も減少傾向にある。したがって、国内の交流人口の増加に多くを期待す
ることも適切とはいえない。これが、政府が国外に需要を求める、すなわち訪日外国人観光客の
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増加に向けた取り組みを行っていることの要因でもある。
　このような状況を背景として、現在、個々の観光地がどのような集客の取り組みを行っている
のか、を把握することは重要な課題だと考えられる。言い換えると、どの程度の取り組みを行っ
ていることが一般に期待される水準であるのか、を明らかにすることが本研究のねらいである。
なお、観光地にも多種多様な観光地があるため、本研究では、地域資源に依存し、移転が困難な
観光地の例として、温泉地を取り上げて分析を行う。
　以上の問題意識に基づき、本研究では、はじめに近年の観光動向と温泉地の概況を整理する（２
節）。次に、分析対象の選定方法と該当する温泉地について、味水・鎌田（2013）に基づき示す
（３節）。そして、分析対象の温泉地について、味水・鎌田（2013）に基づく集客圏の分析を示
すとともに、当該地域の自治体、観光協会等を対象として実施したインタビュー調査の概要を整
理する（４節）。最後に、本研究の知見を整理する（５節）。
２．近年の観光動向と温泉地の概況
２．１　近年の観光動向
　観光地にとって、近年の観光動向は、厳しい状況にあることは否めない。１節でも述べたよう
に、近年、国民１人当たり旅行回数・泊数は減少傾向にある。さらに、旅行者１人当たりの旅行
単価も低下傾向にあるため、国民１人当たり旅行消費額も減少傾向にある（図１）。
　この国民１人当たり旅行消費額の減少に拍車をかける問題が、我が国の人口減少である。我が
国の人口は、いわば観光地が期待する交流人口の母集団であるが、国立社会保障・人口問題研究
所の将来推計によると、いまから15年後の2030年には１億1,662万人と、現在より約１割の減
図１　国内宿泊旅行の推移
出所）「旅行・観光消費動向調査」に基づき作成
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少が見込まれている。
　すなわち、我が国の観光地は、総体として縮小傾向にある市場における厳しい競争に直面する
ことが求められているのである。この競争に勝ち抜くためには、その魅力を最大限に高めるとと
もに、集客に結びつけるための取り組みを行っていくことが求められると考える。
　言うまでもなく、多くの観光地は、この厳しい競争環境に直面していることを認識しており、
いわゆる「着地型観光」の実践など、観光客の増加に向けてさまざまな取り組みを実践している。
また、その取り組みの実施主体に着目すると、当該観光地における観光施設・事業者単体で取り
組まれているケースもあれば、当該観光地の観光協会や自治体が中心となって取り組まれている
ケースもある。したがって、分析にあたっては、それら取り組みの実施内容だけでなく、実施主
体についても整理することが重要と考えられる。
２．２　温泉地の概況
　本研究で分析対象とする温泉地は、我が国における典型的な観光地である。また、全国に約
3,000箇所あるとされており、全国的に有名な温泉からある地域においてのみ知られている温泉
まで、さまざまな観光地の集合体と表現することもできる。
　この温泉地への観光動向を論じる上で欠かせない出来事が、いわゆる「温泉ブーム」である。
図２に示すように、温泉地は、これまで1960年代の高度成長期および1980年代後半のバブル経
済期に観光客数（宿泊利用人員）の増加を経験した。これが「温泉ブーム」である。しかしなが
ら、同じく図２からは、1990年代中盤をピークとして、直近20年近くの間、温泉地を訪れる観
光客数が減少傾向にあることも読みとれる。
図２　温泉地の収容定員と宿泊利用人員の推移
出所）環境省「温泉利用状況」に基づき作成
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　さらにこの間、旅行に対するニーズの多様化、団体旅行から個人旅行への形態の変化などもあ
り、近年では、観光地独自の観光資源・魅力の提供がこれまで以上に求められるようになってき
た。これこそが上述したように「着地型観光」への取り組みが重視されるようになった表れであ
り、観光地が自らの魅力の再発見と整備、ひいては地域活性化に取り組む必要性を示すものであ
る。このことは温泉地にも当てはまるだけでなく、地域資源に依存する観光地であるからこそ、
温泉地において重要な環境要因であると考えられる。
３．分析対象温泉地の選定
　１節でも示したように、本研究の目的は、現在、観光地がどのような集客の取り組みを行って
いるのか、を把握することである。その意図は、どの程度の取り組みを行っていることが一般に
期待される水準であるのか、を明らかにすることと言い換えることができる。すなわち、その潜
在的な集客力に相当する集客が実現できている観光地を取り上げ、当該観光地がどのような集客
に向けた取り組みを行っているか、を明らかにすることが求められる。
　本研究では、味水・鎌田（2013）を基礎として、分析対象の選定を行う。味水・鎌田（2013）
は、表１に示す日経産業消費研究所（2003）が我が国の主要な温泉地として選んだ66温泉地から、
宿泊旅行統計調査データが分析可能な32温泉地を抽出し、商圏分析の手法であるハフモデルを
用いて、その潜在的な集客力を推定している。
　このハフモデルとは、Huff（1964）が提示した、消費者にとっての店舗選択の確率モデルであ
る（式１）。すなわち、居住地ごとに消費者の店舗選択の確率を求め、それに人口を乗じること
で小売店舗の商圏を推定することができる。
　　　　　　　　　　　　　　（１）
　　　　π：地点ｉに居住する消費者が店舗jを選択する確率
　　　　ａ：店舗ｊの魅力
　　　　ｄ：地点ｉから店舗jまでの距離
　　　　λ：距離抵抗係数
　このハフモデルは、ある消費者がある店舗を選択する確率は、当該店舗の魅力とその店舗まで
の距離によって説明できるという考え方に基づいている。たとえば、小売業に関する先行研究で
は、「魅力」として店舗の面積を、「距離」として時間距離を、それぞれ用いることが多い。
　味水・鎌田（2013）は、日経産業消費研究所（2003）が提示する66温泉地のうち、分析期
間として設定した2008年第１四半期から2011年第４四半期にわたって、宿泊旅行統計調査の第
味　水　佑　毅
− 22 −
表１　日経産業消費研究所（2003）による我が国の主要な温泉地
順位 温泉地 都道府県
総合
魅力度
順位 温泉地 都道府県
総合
魅力度
1 乳頭 秋田県 8.4 34 鉄輪 大分県 6.4
2 草津 群馬県 8.1 35 蔵王 山形県 6.3
3 由布院 大分県 8.0 36 日光湯元 栃木県 6.3
4 城﨑 兵庫県 7.6 37 南紀白浜 和歌山県 6.3
5 四万 群馬県 7.5 38 秋保 宮城県 6.2
6 白骨 長野県 7.4 39 塩原 栃木県 6.2
7 黒川 熊本県 7.4 40 伊東 静岡県 6.2
8 野沢 長野県 7.3 41 上諏訪 長野県 6.2
9 銀山 山形県 7.2 42 嬉野 佐賀県 6.2
10 新穂高 岐阜県 7.2 43 層雲峡 北海道 6.1
11 登別 北海道 7.1 44 花巻 岩手県 6.0
12 雲仙 長崎県 7.1 45 稲取 静岡県 6.0
13 修善寺 静岡県 7.0 46 湯田中 長野県 6.0
14 渋 長野県 7.0 47 水上 群馬県 5.9
15 有馬 兵庫県 7.0 48 熱川 静岡県 5.9
16 指宿 鹿児島 7.0 49 山代 石川県 5.9
17 仙石原 神奈川県 6.9 50 別府 大分県 5.9
18 阿寒湖 北海道 6.8 51 十勝川 北海道 5.8
19 伊香保 群馬県 6.8 52 長門湯本 山口県 5.8
20 道後 愛媛県 6.8 53 定山渓 北海道 5.7
21 強羅 神奈川県 6.7 54 鬼怒川 栃木県 5.7
22 山中 石川県 6.7 55 伊豆長岡 静岡県 5.7
23 玉造 島根県 6.7 56 観海寺 大分県 5.7
24 三朝 鳥取県 6.7 57 越後湯沢 新潟県 5.6
25 那須 栃木県 6.6 58 戸倉上山田 長野県 5.6
26 湯河原 神奈川県 6.6 59 湯の川 北海道 5.5
27 平湯 岐阜県 6.6 60 芦原 福井県 5.5
28 那智勝浦 和歌山県 6.6 61 石和 山梨県 5.5
29 鳴子 宮城県 6.5 62 いわき湯本 福島県 5.4
30 箱根湯本 神奈川県 6.5 63 熱海 静岡県 5.4
31 和倉 石川県 6.5 64 赤倉 新潟県 5.4
32 下呂 岐阜県 6.5 65 飯坂 福島県 5.0
33 洞爺湖 北海道 6.4 66 館山寺 静岡県 5.0
出所）日経産業消費研究所（2003）に基づき作成
３号様式（従業員が100名以上の宿泊施設が対象であり、宿泊客の居住地を都道府県別に表記す
る様式）の回答が欠損なく存在している32温泉地を対象として、このハフモデルを用いて温泉
地の商圏を推定している。なお、この選定基準を用いた理由は、後述する「統計値」の作成の可
否である。すなわち、味水・鎌田（2013）で対象とした32温泉地においても、大小さまざまな
宿泊施設があり、また統計調査への回答率も100%ではない。そのため、すべての宿泊施設にお
けるすべての宿泊客の都道府県別発地データが入手可能というわけではない。それゆえ、回答の
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あった第１号様式、第２号様式対象宿泊施設についてはその総宿泊者数を、未回答の宿泊施設に
ついては収容定員で拡大した数値を用いて、「統計値」を作成していることに留意が必要である。
　そのうえで、味水・鎌田（2013）では、「魅力」として日経産業消費研究所（2003）が提示
した総合魅力度を、「距離」として各都道府県庁から対象温泉地までの所要時間（Yahoo!ロコに
よる検索）を用いる（人口は各都道府県庁所在地に集中して居住しているという仮定をおいてい
る）。そして「距離抵抗係数」は、1,504の組み合わせ（発地：47都道府県×着地：32温泉地）
におけるハフモデルによる「推定値」と宿泊旅行統計調査の結果である「統計値」の差異の二乗
和を最小化することで導出している（図３）。
　図３は宿泊旅行統計調査の結果に基づく統計値と今回ハフモデルを用いて導出した推定値を、
温泉地の魅力度順に並べたものである。図３からは、統計値と推定値がほぼ等しい温泉地がある
一方で、統計値が推定値を上回っている温泉地（草津、熱海など）と推定値が統計値を上回って
いる温泉地（有馬、箱根湯本など）が、魅力度順とは関係なく存在していることが読みとれる。
　またさらに、統計値と推定値の差異について、その大きさ順に並べたものが図４である。これ
らの差異の要因としては、温泉地までの交通アクセスや周辺の観光地との競合のほか、温泉地に
おける取り組みが存在すると考えられる。
　そこで本研究では、統計値と推定値の差異が小さい、言い換えると潜在力（推定値）に見合っ
た集客（統計値）が実現できていると考えられる温泉地として、図４でも中位に位置する指宿、
雲仙、道後の３温泉地を取り上げて考察を行う。
図３　統計値と推定値の比較
出所）味水・鎌田（2013）
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４．分析対象温泉地に関する考察
４．１　概要
　本節では、分析対象の指宿、雲仙、道後の３温泉地について、味水・鎌田（2013）に基づく
集客圏の分析を示すとともに、当該地域の自治体、観光協会等を対象として実施したインタビュー
調査の結果を整理する。
　はじめに本節で示す知見について概要を先取りし、２つに分けて示すこととしたい。第一の知
見が、図３で示した統計値に対する温泉地からの評価である。一般に、温泉地の発地別データは
公開されていないか、もしくは限定的に公開されているにとどまっている。したがって、分析結
果の妥当性を検証するには、当該温泉地の担当者による評価を経ることが重要だと考える。そこ
で、今回実施した一連のインタビュー調査において、当該温泉地の発地ごとの統計値を提示した
ところ、おおむね妥当とする回答が得られた。３節で示したとおり、この統計値は、小規模ない
し宿泊旅行統計調査に未回答の宿泊施設について、その総宿泊者数ないし収容定員を用いて拡大
推計した値である。したがって、必然的に実際とは異なるデータであるものの、一定の精度での
推計になっていることが示された。その結果を示したものが、各項に示す表２、表３および表４
である。
　第二の知見が、インタビュー調査から導出された各温泉地における集客に向けた認識と取り組
みの特徴である。これらは主に次の５点に整理できる。はじめに、団体から個人への来訪客層の
変化を認識し、それにあわせて地域の魅力の転換、再発見のための取り組みを実践していること
図４　統計値と推定値の差異
出所）味水・鎌田（2013）
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が挙げられる。つぎに、自地域の魅力（ブランド力）の源泉を把握するとともに、その保持に向
けた取り組みを実践していることが挙げられる。そして、内部・外部のステークホルダーの間に、
密接な連携関係を構築していることが挙げられる。さらに、自地域の立地環境ならびに自地域を
訪れる観光客の居住地およびその間の交通アクセスについて認識していることが挙げられる。最
後に、定量的なデータに基づく議論と評価を実践していることが挙げられる。
　以上より、以下の各項では、これら５項目にわけてインタビュー調査から得られた知見を示す。
なお、紙幅の都合上、インタビュー調査の結果の詳細については別稿に譲ることとして、本節で
はその概要のみ提示する。
４．２　指宿温泉
　指宿温泉は、砂むし風呂で有名な、鹿児島県を代表する温泉地である。この指宿温泉に関して
は、指宿市観光協会と指宿市役所にインタビュー調査を実施した。その概要は次のとおりである。
１）社会環境変化にあわせた転換の必要性の認識と実践
　従来は、1960年代のハネムーンブームにおいて東洋のハワイとのキャッチコピーを打ち出し
たように、南国温泉というイメージが強かった。それに対して、近年では女性を中心とした個人
客が６割以上を占めてきている状況も踏まえ、「いぶすき海洋浴」というキーワードを掲げ、後
述する「女性」・「健康」・「美容」に絞った集客の取り組みを実践している。
２）自地域のブランド力の源泉の把握とその保持の実践
　指宿温泉の特徴は、メタケイ酸という保湿成分が全国トップクラスの泉質である。この特徴を
活かすために、上述したように、女性視点での集客の取り組みを実践している。それをまとめた
ものが「きら☆旅」であり、主に女性をターゲットとして45の体験メニューを用意している。
また、従来から観光スポットとして知られる開聞岳などに加え、近年では波打ち際が両側にある
砂州で有名な知林ヶ島のプロモーション、温たまらん丼やご当地スイーツの開発など、従来の砂
むし風呂のみが先行したイメージの変容と滞在の魅力向上に努めている。
３）各種ステークホルダー間の連携の構築
　指宿温泉の最大の特徴が、ステークホルダー間の連携である。上述した「きら☆旅」では、ワー
クショップを複数回開催してアイディア募集から体験プログラム・イベントの実践に結び付けて
いる。また、これまでに33回開催されているいぶすき菜の花マラソンは、ボランティアが積極
的に参加して運営されているイベントであり、いぶすき菜の花マーチ、いぶすきフラフェスティ
バルを含め、指宿温泉の観光振興を、地域内の市民参加によって進めていることの証左となって
いる。
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　また、市民が参加するきわめて特徴的な取り組みとして、特急指宿のたまて箱に向かって歓迎
の意味を込めて手を振る活動がある。一部地区で観光ボランティアを中心として始まった取り組
みが発展し、現在では市役所の職員や沿線の高等学校の生徒をはじめとして普段も行われるよう
になっている。
　さらに、指宿市内の観光協会、商工会、市役所の連携にとどまらず、隣の南九州市までを含め
て指宿エリアとして打ち出すほか、種子島や屋久島、霧島等との広域連携など、必然的に指宿が
中心になるような取り組みも行っている。
４）立地環境と交通アクセスに関する認識
　九州の最南端という立地から、福岡県の福岡市、北九州市、山口県の下関市、山口市などまで
表２　味水・鎌田（2013）による指宿温泉の都道府県別統計値と推定値およびその比率
発地 統計値 推定値 比率 発地 統計値 推定値 比率
北海道 10,951 25,739 43% 滋賀県 2,990 3,484 86%
青森県 1,099 1,516 72% 京都府 7,471 7,203 104%
岩手県 792 3,967 20% 大阪府 68,307 25,162 271%
宮城県 5,230 5,661 92% 兵庫県 17,434 10,270 170%
秋田県 1,221 2,527 48% 奈良県 5,114 5,431 94%
山形県 1,061 1,784 59% 和歌山県 2,367 8,584 28%
福島県 2,608 1,824 143% 鳥取県 959 989 97%
茨城県 3,624 11,443 32% 島根県 1,991 1,195 167%
栃木県 2,135 7,341 29% 岡山県 9,016 3,296 274%
群馬県 2,152 6,618 33% 広島県 21,700 9,061 239%
埼玉県 11,509 16,274 71% 山口県 10,868 7,449 146%
千葉県 9,876 14,734 67% 徳島県 1,399 1,394 100%
東京都 87,556 58,369 150% 香川県 4,402 1,785 247%
神奈川県 17,280 22,144 78% 愛媛県 3,712 290 1280%
新潟県 4,472 5,599 80% 高知県 631 1,246 51%
富山県 1,333 1,920 69% 福岡県 91,539 24,174 379%
石川県 3,018 4,871 62% 佐賀県 11,535 3,126 369%
福井県 1,679 2,546 66% 長崎県 13,843 3,679 376%
山梨県 1,361 435 312% 熊本県 27,906 9,123 306%
長野県 5,743 2,743 209% 大分県 10,550 1,355 778%
岐阜県 3,326 5,277 63% 宮崎県 21,754 3,334 653%
静岡県 9,884 3,211 308% 鹿児島県 73,905 42,351 175%
愛知県 41,019 18,645 220% 沖縄県 3,213 1,729 186%
三重県 3,094 4,643 67% 合計 644,629 405,541 159%
注）比率＝統計値/推定値、単位：人/年
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は日帰り圏と認識している。また、2011年の九州新幹線の全線開業は、事前に集客圏が拡大す
る大きな変化として認識しており、実際、開業後は関西地方、中国地方からの来訪者が大幅に増
加したことをデータから確認している。
５）データに基づく議論と実践の重要性に対する認識
　観光客のデータについては、宿泊客と日帰り客ごとに精緻なデータを整備し、その要因分析も
丹念に行っている。具体的には、指宿市役所がすべての宿泊施設を対象に年４回実施する調査の
ほか、指宿市観光協会が独自に大手15の宿泊施設を対象として毎月実施する調査がある。この
ほかにも、ネット系の旅行会社から得たデータもあわせて活用するほか、市の観光戦略ビジョン
の策定の際には旅行会社にもアドバイザーとして参画を求めるなど、データを重視した計画づく
りの実践にも努めている。
４．３　雲仙温泉
　雲仙温泉は、1990年に噴火した雲仙普賢岳の近傍に位置し、日本初の国立公園に指定された
温泉地でもある。この雲仙温泉に関しては、雲仙温泉観光協会にインタビュー調査を実施した。
その概要は次のとおりである。
１）社会環境変化にあわせた転換の必要性の認識と実践
　指宿温泉と同様、団体客中心であった従来から個人客、トレッキング客が主たる客層になって
きていることを認識している。また、1990年代の普賢岳の噴火活動をきっかけとする防災学習
を目的とした修学旅行等、新たな特徴を反映した客層の変化にも対応してきている。
２）自地域のブランド力の源泉の把握とその保持の実践
　雲仙温泉の主たる特徴としては、避暑地であることが挙げられる。その特徴を反映し、テレビ
のパブリシティ等では「涼しい、楽しい、雲仙へ」をキャッチコピーとしてイメージの定着に努
めている。
　また、上述したように、雲仙温泉は日本で最初の国立公園に指定された温泉地であり、国立公
園としての自然の美しさも大きな魅力となっている。そのため、基本的な集客方針として、自然
と温泉のコラボレーションを重視しており、温泉を主目的とした来訪者の集客だけでなく、登山
情報誌への温泉紹介記事の掲載など、登山やトレッキングを主目的とした来訪者の集客にも積極
的に取り組んでいる。
３）各種ステークホルダー間の連携の構築
　雲仙温泉観光協会と同一組織で運営している雲仙旅館ホテル組合では、修学旅行やインバウン
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ドなど目的別に４つの部会を設置し、企画の種類ごとに集客の取り組みを実践している。また、
集客の対象ごとに、長崎県観光連盟や島原観光連盟、雲仙市、南島原市、島原市などとの連携を
深め、取り組みの実施に結び付けている。そのほか、九州域内での旅行会社の窓口を活用した店
頭キャンペーンなど、費用対効果を考慮した集客の取り組みを実践している。
４）立地環境と交通アクセスに関する認識
　雲仙温泉のJRの最寄駅は諫早駅であり、かつ諫早駅から雲仙温泉までの所要時間（自動車）は
１時間半であり、遠方からの来訪が容易とは言えない。そのため、基本的には、九州域内、特に
福岡と熊本が主たる集客の対象地域となっている。
　近年では、関西地方ならびに中国地方からの来訪者が増加しているが、これは2011年の九州
新幹線の全線開業の影響と分析している。
表３　味水・鎌田（2013）による雲仙温泉の都道府県別統計値と推定値およびその比率
発地 統計値 推定値 比率 発地 統計値 推定値 比率
北海道 6,041 22,753 27% 滋賀県 1,994 2,771 72%
青森県 490 1,312 37% 京都府 4,166 5,733 73%
岩手県 356 3,384 11% 大阪府 49,449 37,318 133%
宮城県 1,660 4,730 35% 兵庫県 8,844 7,736 114%
秋田県 710 1,936 37% 奈良県 2,429 4,296 57%
山形県 1,906 1,515 126% 和歌山県 672 8,706 8%
福島県 928 1,592 58% 鳥取県 900 853 106%
茨城県 1,657 10,018 17% 島根県 1,362 994 137%
栃木県 1,586 6,255 25% 岡山県 7,019 3,472 202%
群馬県 1,188 5,758 21% 広島県 16,041 9,732 165%
埼玉県 6,738 13,759 49% 山口県 11,702 7,989 146%
千葉県 5,628 12,389 45% 徳島県 815 1,147 71%
東京都 38,930 48,123 81% 香川県 1,537 1,869 82%
神奈川県 7,953 18,089 44% 愛媛県 3,460 199 1737%
新潟県 2,846 4,969 57% 高知県 464 1,003 46%
富山県 784 1,645 48% 福岡県 71,258 26,006 274%
石川県 1,142 4,018 28% 佐賀県 8,819 6,417 137%
福井県 782 2,075 38% 長崎県 53,202 25,413 209%
山梨県 982 379 259% 熊本県 16,700 5,363 311%
長野県 1,909 2,381 80% 大分県 6,102 1,392 438%
岐阜県 1,967 4,711 42% 宮崎県 5,412 2,061 263%
静岡県 5,357 2,901 185% 鹿児島県 7,963 4,367 182%
愛知県 21,117 16,397 129% 沖縄県 2,939 1,176 250%
三重県 2,406 4,142 58% 合計 398,312 361,246 110%
注）比率＝統計値/推定値、単位：人/年
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５）データに基づく議論と実践の重要性に対する認識
　雲仙市役所が収集しているデータと雲仙旅館ホテル組合が収集しているデータを組み合わせ、
雲仙温泉観光協会での各種会議での議論に用いている。また、指宿温泉と同様、ネット系の旅行
会社などが提供する情報も常に把握しており、個々の旅館間でも内容を共有し、それぞれの集客
に活用している。
４．４　道後温泉
　道後温泉は、夏目漱石の「坊ちゃん」にも描かれた、四国を代表する温泉地で、日本三古湯の
ひとつでもある。この道後温泉に関しては、道後温泉旅館協同組合にインタビュー調査を実施し
た。その概要は次のとおりである。
１）社会環境変化にあわせた転換の必要性の認識と実践
　従来は、きわめて団体集約型の温泉地であったのに対し、近年では個人客の割合が高まってき
ている。象徴的な特徴としては、１人１室利用の割合が約3割を占めるようになってきており、
いわば旅館のビジネスホテル化ともいえると認識している。また、団体客と比べ、個人客は日帰
りでの利用も多いため、冠婚葬祭など温泉が主目的ではない客層の取り込みも進んでいる。なお、
客層の変化にともない、従業員の構成も変化してきている点がもうひとつの特徴である。
２）自地域のブランド力の源泉の把握とその保持の実践
　道後温泉のブランド力の源泉は道後温泉本館の存在である。近年ではミシュランガイドの三つ
星にも選ばれたように、国際的にも評価されていると認識している。数年のうちに平成の大修理
を予定しているため、その時期と形態について検討が必要と考えている。
３）各種ステークホルダー間の連携の構築
　集客の取り組みを担う基本的な単位は個々の旅館であるが、道後温泉旅館協同組合での取り組
み、松山観光コンベンション協会や行政との連携、旅行会社の協力会を通じたプロモーション活
動も活発に進められている。そのほか、旅行会社を巻き込んだ会議を頻繁に実施していることも
特徴である。
４）立地環境と交通アクセスに関する認識
　道後温泉が全国的に高い知名度とブランド力を有している結果として、首都圏の旅行会社と提
携する機会が多く、結果として関東地方からの来訪者が２割以上存在している。そのほかでは、
交通の便が良い中国地方や四国地方、近畿地方からの来訪者が多い一方で、中部地方、九州地方
からの来訪者は少ない。
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　近年では、航空会社による機材の小型化の影響で、修学旅行等の団体の引き受けが難しくなっ
ている。なお、LCC（成田便）の参入、仁川（韓国）、上海（中国）、松山（台湾）からの航空便
を利用した観光客も増えている。また、航空以外では、団体では新幹線、個人ではマイカーを利
用した来訪を想定した集客が考えられるが、いずれも料金（鉄道運賃・料金、高速道路料金）の
高さが集客の阻害要因になっている。
５）データに基づく議論と実践の重要性に対する認識
　1960年代以降、旅館数、宿泊定員をはじめとして集客に必要なデータを、影響要因と合わせ
て整備してきている。また、上述した旅館のビジネスホテル化に関するデータのように、ネット
表４　味水・鎌田（2013）による道後温泉の都道府県別統計値と推定値およびその比率
発地 統計値 推定値 比率 発地 統計値 推定値 比率
北海道 9,931 43,868 23% 滋賀県 10,061 7,243 139%
青森県 1,333 2,529 53% 京都府 21,918 14,938 147%
岩手県 1,154 6,373 18% 大阪府 90,003 111,742 81%
宮城県 4,586 9,794 47% 兵庫県 57,713 20,925 276%
秋田県 1,774 3,645 49% 奈良県 14,477 11,551 125%
山形県 1,964 2,915 67% 和歌山県 7,030 13,901 51%
福島県 2,496 2,450 102% 鳥取県 4,170 1,295 322%
茨城県 5,128 17,717 29% 島根県 5,784 2,103 275%
栃木県 3,109 12,575 25% 岡山県 31,529 12,518 252%
群馬県 3,952 10,483 38% 広島県 72,530 27,790 261%
埼玉県 20,002 30,824 65% 山口県 13,962 8,590 163%
千葉県 18,631 26,628 70% 徳島県 12,226 4,655 263%
東京都 110,803 114,250 97% 香川県 26,944 11,974 225%
神奈川県 31,712 45,093 70% 愛媛県 80,663 149,246 54%
新潟県 3,542 9,394 38% 高知県 12,328 4,662 264%
富山県 2,851 3,216 89% 福岡県 17,923 58,632 31%
石川県 3,434 6,539 53% 佐賀県 1,988 4,020 49%
福井県 3,207 3,491 92% 長崎県 3,137 4,440 71%
山梨県 1,794 689 260% 熊本県 4,422 6,167 72%
長野県 7,369 4,374 168% 大分県 4,666 2,158 216%
岐阜県 6,337 8,433 75% 宮崎県 2,807 3,983 70%
静岡県 9,363 5,326 176% 鹿児島県 2,851 5,284 54%
愛知県 38,367 31,925 120% 沖縄県 1,769 2,173 81%
三重県 9,356 7,445 126% 合計 803,092 899,961 89%
注）比率＝統計値/推定値、単位：人/年
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系の旅行会社からの情報を活用した宿泊動向の観察等も積極的に実施している。さらに上述した
ように来訪者の居住地ごとの分析も行っている一方で、宿泊者の属性に関する詳細な把握ができ
ていないことを課題として挙げている。
　また、上記で得られた結果から将来的な宿泊人数が減少することを予測し、そのうえでの集客
の取り組みの必要性を共有していることも道後温泉の特徴である。
５．まとめ
　本研究では、地域資源に依存する観光地として温泉地を取り上げ、温泉地における集客の取り
組みの実態を明らかにすることを試みた。具体的には、ハフモデルを通じて、温泉地の集客の潜
在力を導出した味水・鎌田（2013）の結果から選定した３温泉地を対象として当該地域の自治体、
観光協会等へのインタビュー調査を実施し、温泉地ごとに、味水・鎌田（2013）に基づく集客
圏の分析を示すとともに、インタビュー調査結果の概要を提示した。
　考察からは、味水・鎌田（2013）の分析結果の妥当性を確認するとともに、現在の温泉地に
求められる集客の取り組みおよび認識として、「社会環境変化にあわせた転換の必要性の認識と
実践」「自地域のブランド力の源泉の把握とその保持の実践」「各種ステークホルダー間の連携の
構築」「立地環境と交通アクセスに関する認識」「データに基づく議論と実践の重要性に対する認
識」の重要性が明らかとなった。
　他の温泉地へのインタビュー調査等を通じた考察の精緻化、ならびに本研究の考察結果を踏ま
えたハフモデルによる推定の精緻化などが今後の課題である。
 （みすい　ゆうき・高崎経済大学地域政策学部准教授）
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